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健康寿命延伸プラン 

Ⅰ．基本的方向性と目標 

○ 人生 100 年時代を迎えようとする今、求められる社会保障の姿は、国民誰もが、より長

く、元気に活躍できて、全ての世代が安心できる「全世代型社会保障」である。 

○ 特に、2040 年頃には、いわゆる団塊ジュニア世代が高齢者となり、高齢者人口がピーク

を迎える一方、現役世代が急激に減少する。このような中で社会の活力を維持、向上しつ

つ、「全世代型社会保障」を実現していくためには、高齢者をはじめとする意欲のある方々

が社会で役割を持って活躍できるよう、多様な就労・社会参加ができる環境整備を進める

ことが必要であり、その前提として、特に、予防・健康づくりを強化して、健康寿命の延

伸を図ることが求められる。 

○ これまで、我が国は、国民皆保険制度や介護保険制度を整備し、国民の生活の安定を図

り、安心を確保しつつ、国民健康づくり運動である健康日本 21（第二次）等に基づき、生

活習慣病予防などライフステージに応じた健康づくりを、地域や職場を巻き込んで総合的

に推進してきた。 

○ このような取組を進める中で、健康寿命は着実に延伸しており、2016 年では、男性：

72.14 年、女性：74.79 年となっている。 

○ 今後、更なる健康寿命の延伸を図るためには、これまでの取組みをさらに推進するとと

もに、「健康無関心層も含めた予防・健康づくりの推進」、「地域・保険者間の格差の解消」

に向け、「自然に健康になれる環境づくり（健康な食事や運動ができる環境、居場所づく

りや社会参加））」や「行動変容を促す仕掛け（行動経済学の仕組み、インセンティブ）」

など新たな手法も活用し、次の３分野を中心に取組を推進する。 

① 次世代を含めたすべての人の健やかな生活習慣形成

② 疾病予防・重症化予防

③ 介護予防・フレイル対策、認知症予防

○ これにより、2040 年までに健康寿命を男女ともに３年以上延伸し（2016 年比）、75 歳

以上とすることを目指す1。
○ なお、これらの取組を推進し、健康寿命延伸の目標を達成するためには、新たな手法

を積極的に活用しつつ、地方自治体や保険者など関係者・関係団体とこれまで以上に連

携して、地域ぐるみや職場ぐるみで予防・健康づくりを進めることが必要である。 

Ⅱ．健康寿命延伸のための取組 

○ 健康寿命延伸の実現に向けて、2025 年までに取り組むべき事項及びその工程は別紙の

とおりであり、それぞれ進捗管理指標（実施指標、成果指標）を設定し取り組む。主要

事項は次のとおり。 

1 2040 年の具体的な目標（男性：75.14 年以上 女性：77.79 年以上）
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【主要事項】 

１． 次世代を含めたすべての人の健やかな生活習慣形成 

（１）栄養サミット 2020 を契機とした食環境づくり【産学官連携プロジェクト本部の設置、

食塩摂取量の減少（8g 以下）】 

東京での栄養サミット 2020（各国首脳級・閣僚級等）を契機に、関係省庁や民間の

様々な主体と連携し、自然に健康になれる食環境づくりを推進する。 

具体的には、主に以下の５つの視点を踏まえて総合的な施策について検討を進め、

2019 年度中に実施できるものから順次取り組む。 

①エビデンスの構築・強化・活用 

新たな食事摂取基準を踏まえた食塩減少・フレイル予防の取組の展開、ヘルシーメニ

ューの提供など食環境づくりが健康増進に及ぼす効果の分析、加工食品などの栄養素等

摂取量の動向把握、食環境づくりに関する地方自治体や民間の好事例の横展開等を実施

する。 

②健康な食事への接点拡大 

民間主導の健康な食事・食環境の認証制度の普及支援や、民間による健康な食事に資

する減塩商品等の製造・流通拡大、店舗での PR の強化などの取組を後押しする。 

③健康無（低）関心層への啓発 

健康無（低）関心層への啓発を行うため、例えば SNS やゲームアプリの活用等、民間

の知見も活かして適切な栄養・食生活情報の提供方法を開発するとともに、地方自治体

等とも連携し、おいしく健康な食事の普及に向けボランティア等と協働した取組を実施

する。 

④推進体制の整備等 

「社会保障制度の新たな展開を図る政策対話」における各業界関係者や有識者との意

見交換の結果を踏まえ、自然に健康になれる食環境づくりを進めるため、産学官連携プ

ロジェクト本部を設置し、産学官で目標を共有した上で、それぞれ取組を展開する。 

⑤人材育成の推進 

地方自治体の管理栄養士等について、民間企業も含めた地域関係者間の調整など、コ

ーディネート能力の強化等、人材育成を推進する。 

 

（２）ナッジ等を活用した自然に健康になれる環境づくり【2022 年度までに健康づくりに

取り組む企業・団体を 7,000 に】 

「健康寿命をのばそう！アワード」にて、生活習慣病予防の啓発、健康増進のための

優れた取組を行っている団体を表彰し、先進・優良事例の横展開を進めているところで

あるが、これに加え、毎年作成している、「スマート・ライフ・プロジェクト(SLP)」の

事例集の更なる充実化を図るため、有識者へのヒアリングや成功要因（Key Success 

Factor）の分析を行い、横展開の促進に向けた必要な措置を検討する。これらを通じ
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て、健康づくりに取り組む企業・団体（SLP 参画団体）2を 7,000 に増やす。 

また、「スポーツを通じた健康増進のための厚生労働省とスポーツ庁の連携会議」を設

置し、スポーツ庁との連携強化に取り組んでおり、今後、地域の関係者が一体となって

取り組む体制を整備するため、例えば、経済産業省で取り組んでいる「地域版次世代ヘ

ルスケア産業協議会」との連携など、関係する団体や会議等との連携体制などを整備し

ていくため関係省庁等とともに検討する。 

 

（３）子育て世代包括支援センター設置促進【2020 年度末までに全国展開】 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援として、妊娠・出産・育児に関する相談

に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導等を行う子育て世代包括支援センターについて、

2020 年度末までの全国展開を目指して、設置を促進する。 

 

（４）妊娠前・妊産婦の健康づくり【長期的に増加・横ばい傾向の全出生数中の低出生体重

児の割合の減少】 

生涯を通じた健康づくりの推進に向けて、「妊産婦のための食生活指針」の改定や平成

31 年３月に改定した「授乳・離乳の支援ガイド」の普及啓発等を通じて、妊娠前・妊産婦

の健康づくりの支援を行う。 

また、健やか親子 21（第２次）の中間評価の結果を今後の母子保健分野の取組に反映さ

せるとともに、成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を

切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律（平成 30 年法律第 104 号） 

に基づき、施策を実施する。 

 

（５）PHR の活用促進【検討会を設置し、2020 年度に本人に提供する情報の範囲や形式に

ついて方向性を整理】 

  特定健診、薬剤、乳幼児健診等のデータについて、2020 年度（薬剤は 2021 年度）から

マイナポータルを活用して提供開始を目指す。さらに、PHR（※）の更なる推進に向け、

検討会を設置し、本人に提供する情報の範囲や形式について 2020 年度早期に基本的な方

向性を整理しつつ、必要な健康等情報を電子記録として本人に提供する仕組みの構築を進

める。 

※ ＰＨＲ（パーソナル・ヘルス・レコード）：個人の健康診断結果や服薬履歴等の

健康等情報を、電子記録として、本人や家族が正確に把握するための仕組み 

 

（６）女性の健康づくり支援の包括的実施【本年度中に健康支援教育プログラムを策定】 

厚生労働科学研究において、エビデンスに基づいた女性に関する健康情報、生涯を通

じた女性の健康の包括的支援に関する知見の収集、これらの知見を普及するための研究

等を行っている。これらの研究成果を踏まえて、女性の健康に関する情報を提供するた

めのウェブサイトの充実や、女性のライフステージを考慮した健康教育指導テキスト及

                                                      
2 2018 年３月末時点での SLP 参画団体数：4,682 団体 
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び教育プログラムの作成、作成したテキスト・プログラムを活用した女性の健康を支援

する立場にある専門職等に対する効果的な研修等の実施により、女性の健康の包括的支

援に向けた取組を推進する。 

 

２． 疾病予防・重症化予防 

（１）ナッジを活用した健診・検診受診勧奨【がんの年齢調整死亡率低下、2023 年度まで

に特定健診実施率 70％以上等を目指す】 

がん検診の受診率向上を通じたがんの年齢調整死亡率低下や特定健診実施率の向上を

目指し、今年度取りまとめを行ったナッジ理論等を活用した取組事例のハンドブックを

活用する。具体的には、特定健診・保健指導について、先進・優良事例の横展開等によ

り、実施率の向上につながる効果的な方策等を検討し、がん検診について、国立がん研

究センターが開発した乳がん検診受診勧奨はがきなどの効果的な受診勧奨を支援すると

ともに、がん検診受診率向上に効果をあげた自治体の優良事例の横展開を行う。また、

がん検診受診率を向上させるための取組も含め、今後のがん検診のあり方について検討

し、科学的根拠に基づいたがん検診を推進する。 

 

（２）リキッドバイオプシー等のがん検査の研究・開発【がんの年齢調整死亡率低下を目

指す】 

がんの年齢調整死亡率低下を目指し、早期診断方法が確立されておらず、有効な治療

法も少ない膵がんなどの難治性がんを含め、がんを早期発見し、早期治療に結びつける

ため、より精度の高い検査方法に関する研究や、血液や唾液等（リキッドバイオプシ

ー）による検査などについて、ゲノム情報等も活用しながら、より簡便で低侵襲な検査

方法の開発を推進する。また、国内外の知見を収集し科学的根拠に基づいた早期診断方

法及びがん検診の方法等について検討を進め、必要に応じて導入を目指す。 

 

（３）慢性腎臓病診療連携体制の全国展開【2028 年度までに年間新規透析患者 3.5 万人以

下】 

予防・健康づくりを推進するため、関係団体と連携して取組を進めている糖尿病性腎

症重症化予防プログラムを更に進めるとともに、かかりつけ医・腎臓専門医療機関等が

連携し、慢性腎臓病（CKD)患者を早期に適切な診療につなげる慢性腎臓病（ＣＫＤ）診

療連携体制の構築や先進事例の横展開等を通じて疾病予防・重症化予防を実施する。 

 

（４）保険者インセンティブの強化【本年夏を目途に保険者努力支援制度の見直し案のと

りまとめ】 

国民健康保険の保険者努力支援制度等について、疾病予防・重症化予防の推進に係る

先進・優良事例について把握を行うとともに、2017・2018 年度の実施状況等を見つつ、

日本健康会議の重症化予防 WG での議論も踏まえ、評価指標の見直しを検討する。 
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（５）医学的管理と運動プログラム等の一体的提供【本年度中に運動施設での標準的プロ

グラム策定】 

生活習慣病の発症や重症化のリスクのある者に対しては、医療機関と保険者・民間事

業者等の連携により、年齢や性別等も勘案した適切な運動プログラム等を組み合わせて

提供することが重要であり、運動施設での標準的プログラムの策定を行うとともに、イ

ンセンティブ措置を活用した医学的管理と運動プログラム等の一体的実施のための具体

的方策について検討する。 

 

（６）生活保護受給者への健康管理支援事業【2021 年１月までに全自治体において実施】 

生活保護受給者の多くは、医療保険者が実施する保健事業の対象とはなっていない一

方で、多種多様な健康上の課題を抱えている場合もあることから、医療と生活の両面か

ら健康管理に対する支援を行うことが必要。このため、医療保険におけるデータヘルス

を参考に、福祉事務所がデータに基づき生活習慣病の発症予防や重症化予防等を推進す

るための「被保護者健康管理支援事業」の施行に向け、試行事業等の準備を進めてい

く。 

 

（７）歯周病等の対策の強化【60 歳代における咀嚼良好者の割合を 2022 年度までに 80%

以上】 

歯科健康診査推進事業において、効果的・効率的な歯科健診の実施方法の検討、歯科

健診等の介入効果等の検証を行う。 

う蝕、歯周病等の対策（歯科健診・保健指導を含む）を検討するワーキンググループ

を順次設置し、一定の結論を得ていく。 

 

３． 介護予防・フレイル対策、認知症予防 

（１）「通いの場」の更なる拡充【2020 年度末までに介護予防に資する通いの場への参加率

を 6％に】 

介護予防として、「通いの場」を大幅に拡充していくため、介護保険制度の保険者機能

強化推進交付金を活用する。 

 

（２）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施【2024 年度までに全市区町村で展開】 

高齢者の身体的、精神的及び社会的な特性（フレイル等）を踏まえ、保健事業と介護予

防を効果的かつ効率的で、高齢者一人ひとりの状況に応じたきめ細かなものとするため、

市町村における、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施を推進する。 

 

（３）介護報酬上のインセンティブ措置の強化【2020 年度中に介護給付費分科会で結論を

得る】 

平成 30 年度介護報酬改定において、通所介護事業所について、自立支援・重度化防止

の観点から、一定期間内に当該事業所を利用した者のうち、ＡＤＬ（日常生活動作）の維
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持又は改善の度合いが一定の水準を超えた場合を評価する加算を新設。今後、今回の改定

の効果等について調査を行う。 

 

（４）健康支援型配食サービスの推進等【2022 年度までに 25％の市区町村で展開等】 

「地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理に関するガイドライン」（平

成 29 年３月厚生労働省健康局策定）を踏まえた配食サービスの普及に向けて、地域の共

食の場やボランティア等も活用した適切な栄養管理に基づく配食サービスを予定してい

る事業者に対して、管理栄養士等の専門職を継続的に供給又は参画できるようにするモデ

ル事業を実施し、横展開を進める。 

咀嚼機能等が低下した高齢者等に向けた健康な食事の普及を図る。 

 

（５）「共生」・「予防」を柱とした認知症施策【本年６月目途に認知症施策の新たな方向性

をとりまとめ予定】 

通いの場の活用などの認知症予防に関する先進・優良事例を、全国の自治体から収集。

それらを活用し、事例集を作成するとともに、実践に向けたガイドラインを作成する。 

また、エビデンスの確立を目指して認知症予防に関する研究を推進する。 

 

（６）認知症対策のための官民連携実証事業【認知機能低下抑制のための技術等の評価指標

の確立】 

経済産業省を中心に、厚生労働省も協力しつつ、認知症官民連携実証プラットフォーム

プロジェクトを実施しており、官民が連携して予防やケア等について社会実装の促進に取

り組む。 

 



2019年度 2020年度 2021年度 実施指標
（アウトプット）

成果指標
（アウトカム）

Ⅰ

ⅰ

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援とし
て、妊娠・出産・育児に関する相談に応じ、必要な情
報提供・助言・保健指導等を行う子育て世代包括支援
センターについて、2020年度末までの全国展開を目
指して、設置を促進する。

生涯を通じた健康づくりの推進に向けて、「妊産婦の
ための食生活指針」の改定や平成31年３月に改定した
「授乳・離乳の支援ガイド」の普及啓発等を通じて、
妊娠前・妊産婦の健康づくりの支援を行う。

また、健やか親子21（第２次）の中間評価の結果を今
後の母子保健分野の取組に反映させるとともに、成育
過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要
な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合
的な推進に関する法律（平成30年法律第104号） に
基づき、施策を実施する。

○子育て世代包括
支援センター設置
市町村数【2020年
度末までに全国展
開】
○マタニティマー
クを妊娠中に使用
したことのある母
親の割合【2024年
度までに70％】

ⅱ 成育サイクルに着目した疾病予防・治療方法等に関する研究の推進

成育サイクルに着目した疾病予防・治療方法等に関す
る研究を推進する。
・身体的・精神的・社会的な観点から、主に３つの課
題（低出生体重児、10代の自殺死亡、妊産婦のメンタ
ルヘルス）に対応した効果的な介入方法の開発を行
う。

○低出生体重児、
10代の自殺死亡、
妊産婦のメンタル
ヘルスに関する早
期介入方法の開発

○全出生中の低出生体重児
の割合【2024年度までに
9.4％に比べて減少】
○10代の自殺死亡率【減
少】

健康寿命延伸プラン

取組事項
実施年度 進捗管理指標

2022年度～2025年度

○妊娠・出産に満足してい
る者の割合【増加】
○全出生中の低出生体重児
の割合【2024年度までに
9.4％に比べて減少】
○10代の自殺死亡率【減
少】

次世代を含めたすべての人の健やかな生活習慣形成等

子育て世代包括支援センターの質と量の充実等による「健やか親子21」に基づいた次世代の健やかな生活習慣形成の推進及び関連研究の実施

▶2025年までの工程表

成育医療等協議会を設置

し成育医療等基本方針策

定（成育基本法施行後）

成育医療等基本方針に基づき施策の実施

健やか親子２１（第２次）中間評価

自治体、企業、団体等の取組事例データ

ベースの構築
好事例の横展開

子育て世代包括支援センターを重点的に設置すべき地域に

設置拡大

研修プログラムに基づいた人員養成研修の実施

成育医療等協議会を設置

し成育医療等基本方針策

定（成育基本法施行後）

成育医療等基本方針に基づき施策の実施

子育て世代包括支援センターの全国展開

健やか親子２１（第２次）中間評価

自治体、企業、団体等の取組事例データ

ベースの構築
好事例の横展開

マタニティマークの多様な展開（多胎妊娠、産褥期での活用

等）の検討

企業等におけるマタニティマーク利用の促進・好事例の横

展開

子育て世代包括支援センターを重点的に設置すべき地域に

設置拡大

子育て世代包括支援センターの人員養成

のための研修プログラムの作成
研修プログラムに基づいた人員養成研修の実施

中間評価の結果を母子保健分野のさらなる取組に反映

妊産婦のための食生活指針に関するリー

フレット等普及啓発資材の開発、周知

授乳・離乳の支援ガイドの普及啓発の実施

妊産婦のための食生活指針改定に向け

た検討

周産期臨床研究コンソーシアムを構築し、疾病予防・治療方法等に関する研究の推進

乳幼児・学童・思春期の困難やストレスに対する適応力向上に関わる効果的な早

期介入法の開発

妊産婦のメンタルヘルスに関する実態解明及び改善に向けた介入法の開発

実装化に向けたモデル実施などの取組

実装化に向けたモデル実施などの取組
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2019年度 2020年度 2021年度 実施指標
（アウトプット）

成果指標
（アウトカム）

取組事項
実施年度 進捗管理指標

2022年度～2025年度

ⅲ

乳幼児期・学童期の健康情報の利活用の推進を図る。
・乳幼児健診及び妊婦健診の標準化された項目につい
て、マイナポータルでの閲覧や市町村間で情報連携で
きる仕組みを構築する。

○マイナポータル
を通じて乳幼児健
診等の健診情報を
住民へ提供してい
る市町村数【増
加】
○乳幼児健診にマ
イナンバー制度
の情報連携を活用
している市町村
数【増加】

○乳幼児健康診査の未受診
率【2024年度までに３～
５か月児が2.0％、１歳６
か月児が3.0％、３歳児が
5.0％】
○むし歯のない３歳児の割
合【2024年度までに
90.0％】
○全出生数中の低出生体重
児の割合【2024年度まで
に9.4％に比べて減少】

ⅳ 自然に健康になれる食環境づくりの推進

東京での栄養サミット2020（各国首脳級・閣僚級
等）を契機に、関係省庁や民間の様々な主体と連携
し、自然に健康になれる食環境づくりを推進する。
具体的には、主に以下の５つの視点を踏まえて総合的
な施策について検討を進め、2019年度中に実施でき
るものから順次取り組む。
①エビデンスの構築・強化・活用
新たな食事摂取基準を踏まえた食塩減少・フレイル予
防の取組の展開、ヘルシーメニューの提供など食環境
づくりが健康増進に及ぼす効果の分析、加工食品など
の栄養素等摂取量の動向把握、食環境づくりに関する
地方自治体や民間の好事例の横展開等を実施する。
②健康な食事への接点拡大
民間主導の健康な食事・食環境の認証制度の普及支援
や、民間による健康な食事に資する減塩商品等の製
造・流通拡大、店舗でのPRの強化などの取組を後押し
する。
③健康無（低）関心層への啓発
健康無（低）関心層への啓発を行うため、例えばSNS
やゲームアプリの活用等、民間の知見も活かして適切
な栄養・食生活情報の提供方法を開発するとともに、
地方自治体等とも連携し、おいしく健康な食事の普及
に向けボランティア等と協働した取組を実施する。
④推進体制の整備等
「社会保障制度の新たな展開を図る政策対話」におけ
る各業界関係者や有識者との意見交換の結果を踏ま
え、自然に健康になれる食環境づくりを進めるため、
産学官連携プロジェクト本部を設置し、産学官で目標
を共有した上で、それぞれ取組を展開する。
⑤人材育成の推進
地方自治体の管理栄養士等について、民間企業も含め
た地域関係者間の調整など、コーディネート能力の強
化等、人材育成を推進する。

○健康な食事（ヘ
ルシーメニュー）
の提供に取り組む
店舗数【2022年度
までに60,000店
舗】

○産学官連携プロ
ジェクト本部の設
置【2020年度中】

○野菜摂取量の増加
【2022年度までに350g】

○食塩摂取量の減少
【2022年度までに8g】

乳幼児期・学童期の健康情報の利活用の推進

関係法

令の整

備

市町村におけるシステム改修

乳幼児健診及び妊婦健診情報のマイナポータルへの提供

乳幼児健診情報の一部について転居時に市町村間での引継ぎ

乳幼児健診情報と学校健診情報の連携・利活用方法の研究

・官民対話を継続的に実施

・自然に健康になれる食環境づくりのための産学官

連携体制による検討を開始し、産学官で目標を共有

した上で、それぞれ取組を実施

・自然に健康になれる食環境づくりに向けたエビデ

ンスの構築・強化、健康な食事への接点拡大、効果

的な情報提供方法の開発などを検討するとともに、

サミットにおいて我が国の栄養政策を国際発信

・産学官連携プロジェクト本部の設置・運営

・産学官連携の取組として、関係省庁やアカデミアと連携して健康な食

事・食環境に関する民間認証制度等の普及推進

・プロジェクトに基づく各種取組の効果についてモニタリングを実施、

必要に応じてプロジェクトを見直し（プロジェクト本部での会議を定期

開催）

・このほか、プロジェクトを世界発信し、健康な栄養・食生活の普及に

関する人材・ノウハウ等の提供を通じて国際貢献

・食事摂取基準（2020年版）を基にした健康

な栄養・食生活の普及啓発

・健康無（低）関心層への対策に資する基礎

データの収集

①エビデンスの構築・強化・活用

②健康な食事への接点拡大

④推進体制の整備等

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

宣
言
・
開
始

・食事摂取基準を基にしたヘルシーメニューの提供など、食環境づくりによる健康増進に

及ぼす効果の分析、食環境づくりに関する地方自治体や民間の好事例の横展開

・加工食品などの栄養素等摂取量の動向把握等を実施

・健康な食事・食環境の民間認証制度等の推進

・民間による健康な食事に資する減塩商品等の製造・流通拡大、店舗でのPRの強化などの取組を後押し

・健康無（低）関心層への啓発を行うため、2020年度から、民間の知見も活かしSNS等も

活用しながら適切な栄養・食生活情報の提供方法の開発をするとともに、地方自治体等と

も連携し、おいしく健康な食事の普及に向けボランティア等と協働した取組を実施

・管理栄養士等について、民間企業も含めた地域関係者間の調整など、コーディネート能

力の強化等を図り、人材育成を推進

⑤人材育成の推進

栄養

サミット

③健康無（低）関心層への啓発
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2019年度 2020年度 2021年度 実施指標
（アウトプット）

成果指標
（アウトカム）

取組事項
実施年度 進捗管理指標

2022年度～2025年度

ⅴ 自然に健康になれる社会環境づくりの推進

○SLP参画団体数
【2022年度までに
7,000団体】

○平均寿命の増加分を上回
る健康寿命の増加

○住民が運動しや
すいまちづくり・
環境整備に取り組
む自治体数の増加
【47都道府県】

○平均寿命の増加分を上回
る健康寿命の増加

「健康寿命をのばそう！アワード」にて、生活習慣病
予防の啓発、健康増進のための優れた取組を行ってい
る団体を表彰し、先進・優良事例の横展開を進めてい
るところであるが、これに加え、毎年作成している、
「スマート・ライフ・プロジェクト(SLP)」の事例集
の更なる充実化を図るため、有識者へのヒアリングや
成功要因（Key Success Factor）の分析を行い、横展
開の促進に向けた必要な措置を検討する。これらを通
じて、健康づくりに取り組む企業・団体（SLP参画団
体） を7,000に増やす。

また、「スポーツを通じた健康増進のための厚生労働
省とスポーツ庁の連携会議」を設置し、スポーツ庁と
の連携強化に取り組んでいる。今後、地域の関係者が
一体となって取り組む体制を整備するため、例えば、
経済産業省で取り組んでいる「地域版次世代ヘルスケ
ア産業協議会」との連携など、関係する団体や会議等
との連携体制などを整備していくため関係省庁等とと
もに検討する。

分析結果を踏まえ、自治体と連携

した実証事業の実施

・関係省庁や省内部局とともに、「健康寿命延伸プラン」を引き続き推進する

とともに、そのための地域単位での各種会議・取組の一層の連携促進や一体運

用に取り組む。

「健康寿命延伸プラン」の策定に併せて、ス

ポーツ庁などの関係省庁と連携強化に取り組む

とともに、地域単位での各種会議・取組の一層

の連携促進や一体運用について整理

次期国民健康づくり運動プ

ラン策定専門委員会（仮）

において、目標設定のあり

方等について検討し、プラ

ンを策定

次期国民健康づくり運動

「スマート・ライフ・プロ

ジェクト(SLP)」の事例集

の更なる充実化を図るため、

有識者へのヒアリングや、

ナッジなど新たな視点を踏

まえた成功要因（Key 

Success Factor）の分析

健康寿命をのばそう！アワードにて、生活習慣病予防の啓発、健康増進のための優れた取組を行っている団体を表彰し、先進・

優良事例を横展開

「適度な運動」「適切な食生活」「禁煙・受動喫煙防止」「健診・検診の受診」をテーマに、健康づくりに取り組む企業・団

体・自治体を支援する「スマート・ライフ・プロジェクト(SLP)」を推進

実証事業の結果を踏まえ、有識者へのヒアリングや成功要因（Key 

Success Factor）の分析を行い、企業・団体に対する効果的な事例の横

展開を更に促進
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2019年度 2020年度 2021年度 実施指標
（アウトプット）

成果指標
（アウトカム）

取組事項
実施年度 進捗管理指標

2022年度～2025年度

ⅵ PHRの推進

特定健診、薬剤、乳幼児健診等のデータについて、
2020年度（薬剤は2021年度）からマイナポータルを
活用して提供開始を目指す。さらに、PHR（※）の更
なる推進に向け、検討会を設置し、本人に提供する情
報の範囲や形式について2020年度早期に基本的な方
向性を整理しつつ、必要な健康等情報を電子記録とし
て本人に提供する仕組みの構築を進める。
※ ＰＨＲ（パーソナル・ヘルス・レコード）：個人
の健康診断結果や服薬履歴等の健康等情報を、電子記
録として、本人や家族が正確に把握するための仕組み

○PHRの更なる推
進に向けた基本的
な方向性の整理
○PHRとして情報
提供するための課
題や可否の整理
・マイナポータル
等を活用した、健
診・検診情報等の
本人への円滑な提
供
・医療等情報を
PHRとして情報提
供するための種別
の整理

○平均寿命の増加分を上回
る健康寿命の増加

ⅶ

現在厚生労働科学研究において、個人が健康管理を行
うために健康情報を効果的に提示する手法や、データ
化した健診結果の具体的な利活用方法について検討を
行っている

厚生労働科学研究において平成31年度から「生活習慣
及び社会生活等が健康寿命に及ぼす影響の解析とその
改善効果についての研究」を行う。

○健康寿命延伸の
要因が明確になる

○平均寿命の増加分を上回
る健康寿命の増加

ⅷ 地域における健康づくりの促進（地域・職域連携促進事業ガイドラインの改定）

健康づくりが進みにくい対象等に対して、地域保健と
職域保健が連携し、継続的かつ包括的な保健事業を展
開するため、地域全体の健康課題の把握、健康づくり
が進みにくい層への健康づくりの推進、地域・職域連
携推進協議会の機能や役割の充実強化の方策（※）等
について検討し、地域・職域連携推進事業ガイドライ
ンを改訂する。また、全国会議の開催等により自治体
に周知する。

検討会の内容を踏まえて、地域・職域連携を推進する
事業の内容を見直す。
①都道府県及び二次医療圏の地域・職域連携推進協議会の責任の明確化及び連携
事業の更なる推進
②地域保健・職域保健が、ソーシャルキャピタルやボランティアを含むリソース
を活用した多面的、実効的な保健事業の展開

○職域と連携して
保健事業に取り組
む自治体
【100％】

○平均寿命の増加分を上回
る健康寿命の増加

健康寿命に対する生活習慣の影響度の要因分析

生活習慣及び社会生活等が健康寿命に及ぼす影響の解析とその改善効果について

の研究を実施
研究結果の普及や国民が享受できるよ

うなツールの研究などを進める。

・これからの地域・職域連携推進の在

り方に関する検討会を開催し、検討会

における議論を報告書にまとめるとと

もに、地域・職域連携推進事業ライド

ラインを改訂する。

・全国会議の開催等により、ガイドラ

イン改訂版を自治体等に周知する。

・検討会の内容を踏まえて、地域・職

域連携を推進する事業の内容を見直す。

・ガイドライン改訂版を用いて、地域・職域連携推進事事業の推進に取り組む。

各制度

に基づ

いた健

診・検

診情報

等の円

滑な提

供

健診（検診）について、

結果の電子化や相互互換

性のあるデータ形式の推

進、本人へのデータの円

滑な提供に向けた環境整

備等の方向性について指

針等で整理

特定健診、薬剤、乳幼児健診等の健康情報のマイナポータルでの提供

を目指す。
本格的な運用に向けて改善

PHRの在り方に関する基本的な方向性・

課題について検討会で検討

（データ管理の在り方、健診・検診種別

毎にデータ提供の可否、民間企業との連

携に向けた技術的課題やセキュリティ

等）

運用に向けた検討・対応（システム改修等必要な対応を順次推進）
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2019年度 2020年度 2021年度 実施指標
（アウトプット）

成果指標
（アウトカム）

取組事項
実施年度 進捗管理指標

2022年度～2025年度

ⅸ 受動喫煙対策の徹底

改正健康増進法の着実な施行に取り組む。
○望まない受動喫
煙の無い社会の実
現

○平均寿命の増加分を上回
る健康寿命の増加

ⅹ 女性の健康

厚生労働科学研究において、エビデンスに基づいた女
性に関する健康情報、生涯を通じた女性の健康の包括
的支援に関する知見の収集、これらの知見を普及する
ための研究等を行っている。これらの研究成果を踏ま
えて、女性の健康に関する情報を提供するためのウェ
ブサイトの充実や、女性のライフステージを考慮した
健康教育指導テキスト及び教育プログラムの作成、作
成したテキスト・プログラムを活用した女性の健康を
支援する立場にある専門職等に対する効果的な研修等
の実施により、女性の健康の包括的支援に向けた取組
を推進する。

○「女性の健康推
進室ヘルスケアラ
ボ」の閲覧数の向
上

○女性の健康支援
教育プログラムを
策 定 【 2019 年 度
中】

○女性の健康週間
の認知度の向上。

○女性の健康寿命の延伸

健康増進法の一部を改正する法律の一部施行

2020年4月1日 健康増進法の一部を改正する

法律の全面施行

改正健康増進法に基づく受動喫煙対策の推進

・国民や施設の管理権原者などに対し、受動喫煙による健康影響等につい

て、国及び地方自治体がパンフレットの作成・配布等を通じて周知啓発を

行う。

・喫煙専用室等の設置に関する支援

・受動喫煙の防止に関する施策の策定に必要な調査研究を推進

国連機関がまとめた「International 

technical guidance on sexuality 

education」の内容を踏まえた包括的な女

性の健康支援教育プログラム・テキスト

を研究費により作成

作成したテキ

ストを活用し、

モデル的に研

修会等を開催

し、評価を実

施

研究成果を踏まえ、女性の健康を支援する立場にある専門

職に対する効果的な研修を実施

厚生労働科学研究において開設された情

報提供サイトである「女性の健康推進室

ヘルスケアラボ」による普及啓発

女性の健康に

関する世論調

査の実施

研究成果を踏まえ、女性特有のライフステージに応じた健康課題についてスマ

ホ等により手軽に情報を得るための情報基盤として、女性の健康に関するホー

ムページを充実

女性健康支援センター事業の実施の支援や乳がん・子宮頸がん・骨粗鬆症の検診の推進等各ライフステージに応じた女性の健

康に関する施策の実施
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2019年度 2020年度 2021年度 実施指標
（アウトプット）

成果指標
（アウトカム）

取組事項
実施年度 進捗管理指標

2022年度～2025年度

2 疾病予防・重症化予防

ⅰ

「健康寿命をのばそう！アワード」にて、生活習慣病
予防の啓発、健康増進のための優れた取組を行ってい
る団体を表彰し、先進・優良事例の横展開を進めてい
るところであるが、これに加え、毎年作成している、
「スマート・ライフ・プロジェクト(SLP)」の事例集
の更なる充実化を図るため、有識者へのヒアリングや
成功要因（Key Success Factor）の分析を行い、横展
開の促進に向けた必要な措置を検討する。これらを通
じて、健康づくりに取り組む企業・団体（SLP参画団
体） を7,000に増やす。

○SLP参画団体数
【2022年度までに
7,000団体】

国民健康保険の保険者努力支援制度等については、疾
病予防・重症化予防の推進に係る先進・優良事例につ
いて把握を行うとともに、2017・2018年度の実施状
況等を見つつ、日本健康会議の重症化予防WGでの議
論も踏まえ、評価指標の見直しを検討。

○かかりつけ医等
と連携して生活習
慣病の重症化予防
に取り組む自治
体数
【増加】

予防・健康づくりを推進するため、関係団体と連携し
て取組を進めている糖尿病性腎症重症化予防プログラ
ムを更に進めるとともに、かかりつけ医・腎臓専門医
療機関等が連携し、慢性腎臓病（CKD)患者を早期に適
切な診療につなげる慢性腎臓病（ＣＫＤ）診療連携体
制の構築や先進事例の横展開等を通じて疾病予防・重
症化予防を実施する。

○慢性腎臓病
（CKD）診療連携
体制を構築した都
道府県数【増加】

○平均寿命の増加分を上回
る健康寿命の増加

〇年間新規透析患者数
【2028年度までに35,000
人以下に減少】

保険者に対するインセンティブ措置の強化、先進・優良事例の横展開等による疾病予防・重症化予防の推進

健康寿命をのばそう！アワードにて、生活習慣病予防の啓発、健康増進のための優れた取組を行っている団体を表彰し、先進・

優良事例を横展開

「スマート・ライフ・プロ

ジェクト(SLP)」の事例集

の更なる充実化を図るため、

有識者へのヒアリングや、

ナッジなど新たな視点を踏

まえた成功要因（Key 

Success Factor）の分析

モデル事業で得られた知見等を踏まえ、保険者とも連携しな

がら、全国の都道府県・市町村へ横展開を実施

保険者インセンティブ制度の評価指標へ

の追加などインセンティブの一層の活用、

戦略的な情報発信などによる後押しによ

り、先進・優良事例を横展開

日本健康会議の重症化予防ＷＧ等におい

て重症化予防の先進・優良事例の把握を

行うとともに、それを踏まえた糖尿病性

腎症重症化予防プログラム等に基づき取

組を推進

慢性腎臓病（CKD）診療連携体制の構築に向けたモデル事業の

実施、評価

保険者の実施状況を踏まえ、必要に応じて評価指標の見直しを行う。

分析結果を踏まえ、自治体と連

携した実証事業の実施

実証事業の結果を踏まえ、有識者へのヒアリングや成功要因（Key 

Success Factor）の分析を行い、企業・団体に対する効果的な事例の横

展開を更に促進

「適度な運動」「適切な食生活」「禁煙・受動喫煙防止」「健診・検診の受診」をテーマに、健康づくりに取り組む企業・団

体・自治体を支援する「スマート・ライフ・プロジェクト(SLP)」を推進
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2019年度 2020年度 2021年度 実施指標
（アウトプット）

成果指標
（アウトカム）

取組事項
実施年度 進捗管理指標

2022年度～2025年度

ⅱ 医療機関と保険者・民間事業者等が連携した医学的管理と運動プログラム等の一体的な提供

生活習慣病の発症や重症化のリスクのある者に対して
は、医療機関と保険者・民間事業者等の連携により、
年齢や性別等も勘案した適切な運動プログラム等を組
み合わせて提供することが重要であり、運動施設での
標準的プログラムの策定を行うとともに、インセン
ティブ措置を活用した医学的管理と運動プログラム等
の一体的実施のための具体的方策について検討する。

○標準的な運動ガ
イドラインの策定

○平均寿命の増加分を上回
る健康寿命の増加

ⅲ 個人の予防・健康づくりに関する行動変容につなげる取組の強化（ナッジ、ヘルスケアポイント、ウェアラブル機器等）

個人の行動変容を促す仕掛けを構築するため、必要な
エビデンスを創出するための研究を推進する。

「スマート・ライフ・プロジェクト(SLP)」でナッジ
を利用し、Web、啓発ツール、イベント、アワード等
における広報活動を強化する

個人の予防・健康づくりに関する行動変容につなげる
ために、ウェアラブル機器で活用していく上で必要
な、エビデンスに基づいた健康づくりのための情報に
ついて、有識者等から情報収集を行う。

○SLP参画団体数
【2022年度までに
7,000団体】

○平均寿命の増加分を上回
る健康寿命の増加

健康無関心層と考えられる集団をグルーピングし、その特性を明らかにすること

で、集団の特性に応じた具体的かつ効果的な介入を実施するための研究を実施

Web、啓発ツール、イベント、アワード等における広報活動を強化することで「スマート・ライフ・プロジェクト(SLP)」参画

企業等数を増やし、取組内容の底上げをする。

関係者が連携した予防

事業の具体的方策を検

討し、夏目途に結論

検討を踏まえ措置

健康増進施設における運動プログラム

の標準化に向けた事例分析とガイドラ

イン作成の検討 運動ガイドライン等の普及等を通じ、医療機関が健康増進施設等を紹介しやす

くなるなど運動プログラムを利用しやすい環境づくりを推進

健康寿命をのばそう！アワードにて、生活習慣病予防の啓発、健康増進のための優れた取組を行っている団体を表彰し、先

進・優良事例を横展開

分析結果を踏まえ、自治体と連

携した実証事業の実施
「スマート・ライフ・プロジェク

ト(SLP)」の事例集の更なる充実

化を図るため、有識者へのヒアリ

ングや、ナッジなど新たな視点を

踏まえた成功要因（Key Success 

Factor）の分析

実証事業の結果を踏まえ、有識者へのヒアリングや成功要因（Key 

Success Factor）の分析を行い、企業・団体に対する効果的な事例の横

展開を更に促進

関係者が連携した予防事業の具体的な方策の検討結果を踏まえ、保険者インセ

ンティブ制度における評価等を検討

糖尿病軽症者を対象に、IoT機器（ウェアラブル端末等）やその取得データを活用して、行動変容を促進し、生活習慣病等の

予防・改善を図る実証研究を実施

実証事業の結果を踏まえ、健康情報等を活用した生活習慣病予防等に資するサービス・ソリューションが創出を推進するとと

もに、保険者による生活習慣病予防等への取組を推進
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2019年度 2020年度 2021年度 実施指標
（アウトプット）

成果指標
（アウトカム）

取組事項
実施年度 進捗管理指標

2022年度～2025年度

特定健診、薬剤、乳幼児健診等のデータについて、
2020年度（薬剤は2021年度）からマイナポータルを
活用して提供開始を目指す。さらに、PHR（※）の更
なる推進に向け、検討会を設置し、本人に提供する情
報の範囲や形式について2020年度早期に基本的な方
向性を整理しつつ、必要な健康等情報を電子記録とし
て本人に提供する仕組みの構築を進める。
※ ＰＨＲ（パーソナル・ヘルス・レコード）：個人
の健康診断結果や服薬履歴等の健康等情報を、電子記
録として、本人や家族が正確に把握するための仕組み

【再掲】

○PHRの更なる推
進に向けた基本的
な方向性の整理
○PHRとして情報
提供するための課
題や可否の整理
・マイナポータル
等を活用した、健
診・検診情報等の
本人への円滑な提
供
・医療等情報を
PHRとして情報提
供するための種別
の整理

○平均寿命の増加分を上回
る健康寿命の増加

がん検診の受診率向上を通じたがんの年齢調整死亡率
低下や特定健診実施率の向上を目指し、今年度取りま
とめを行ったナッジ理論等を活用した取組事例のハン
ドブックを活用する。具体的には、特定健診・保健指
導について、先進・優良事例の横展開等により、実施
率の向上につながる効果的な方策等を検討し、がん検
診について、国立がん研究センターが開発した乳がん
検診受診勧奨はがきなどの効果的な受診勧奨を支援す
るとともに、がん検診受診率向上に効果をあげた自治
体の優良事例の横展開を行う。また、がん検診受診率
を向上させるための取組も含め、今後のがん検診のあ
り方について検討し、科学的根拠に基づいたがん検診
を推進する。

○対策型検診で行
われている全ての
がん種における検
診受診率
【2022年度までに
50％以上】
○精密検査受診率
【2022年度までに
90％以上】
○特定健診の実施
率【2023年度まで
に70％以上】
○特定保健指導の
実施率【2023年度
までに45％以上】

○がんの年齢調整死亡率
（75歳未満）【低下】
○特定保健指導の対象者減
少率【2023年度までに
2008年度比で25％以上】

ⅳ 生活保護受給者の健康管理支援の推進

生活保護受給者の多くは、医療保険者が実施する保健
事業の対象とはなっていない一方で、多種多様な健康
上の課題を抱えている場合もあることから、医療と生
活の両面から健康管理に対する支援を行うことが必
要。このため、医療保険におけるデータヘルスを参考
に、福祉事務所がデータに基づき生活習慣病の発症予
防や重症化予防等を推進するための「被保護者健康管
理支援事業」の施行に向け、試行事業等の準備を進め
ていく。

○被保護者健康管
理支援事業実施自
治体数
【2021年１月まで
に全自治体（取組
メニュー毎の進捗
に係る指標につい
ては別途検討）】

○生活保護受給者一人当た
り医療扶助の地域差
【見える化】
※事業施行に伴い、国にお
いて全国ベースの医療費等
を分析することとしている
が、分析内容は今後検討。

○頻回受診者に対する適正
受診指導による改善者数割
合【2021年度において
2017年度比２割以上の改
善】

国民の行動変容を促しがん検診の受診

率を向上させるため、より効果的な個

別受診勧奨について、がん検診のあり

方に関する検討会等で検討

「がん予防

重点健康教

育及びがん

検診実施の

ための指

針」の見直

新たながん検診指針に基づいた検診を実施

ナッジ理論等を活用した効果的な健診・検診の受診勧奨の支援

受診率向上に効果を上げた自治体の優良事例の横展開

試行事業を

継続し、好

事例の横展

開を図る。

「被保護者健康管理支援事業」を全自治体において実施

引き続き、好事例の横展開を推進

特定健診・保健指導の実施率の向上につ

ながる効果的な方策等を検討
検討を踏まえ措置

PHRの基盤となる電子化、

相互互換性のあるデータ

形式の推進の方向性につ

いて指針等で整理

各制度

に基づ

いた健

診・検

診情報

等の円

滑な提

供

「被保護者健康管理支援事業」の施行に

向け、各自治体において、試行事業を実

施

特定健診、薬剤、乳幼児健診等の健康情報のマイナポータル

での提供を目指す。
本格的な運用に向けて改善

PHRの在り方に関する基本的な

方向性・課題について検討会で

検討

（データ管理の在り方、健診・

検診種別毎にデータ提供の可否、

民間企業との連携に向けた技術

的課題やセキュリティ等）

運用に向けた検討・対応（システム改修等必要な対応を

順次推進）
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2019年度 2020年度 2021年度 実施指標
（アウトプット）

成果指標
（アウトカム）

取組事項
実施年度 進捗管理指標

2022年度～2025年度

ⅴ

がんの年齢調整死亡率低下を目指し、早期診断方法が
確立されておらず、有効な治療法も少ない膵がんなど
の難治性がんを含め、がんを早期発見し、早期治療に
結びつけるため、より精度の高い検査方法に関する研
究や、血液や唾液等（リキッドバイオプシー）による
検査などについて、ゲノム情報等も活用しながら、よ
り簡便で低侵襲な検査方法の開発を推進する。また、
国内外の知見を収集し科学的根拠に基づいた早期診断
方法及びがん検診の方法等について検討を進め、必要
に応じて導入を目指す。

○がんの早期発見
に向けた精度の高
い検査方法等の研
究開発

○がんの年齢調整死亡率
（75歳未満）【低下】

ⅵ 歯科健診や保健指導の充実を図り、歯科医療機関への受診を促すなど、全身の健康にもつながる歯周病等の歯科疾患対策の強化

歯科健康診査推進事業において、効果的・効率的な歯
科健診の実施方法の検討、歯科健診等の介入効果等の
検証を行う。

う蝕、歯周病等の対策（歯科健診・保健指導を含む）
を検討するワーキンググループを順次設置し、一定の
結論を得ていく。

○40歳代、60歳代
における進行した
歯周炎を有する者
の割合 【2022年
度までに40歳代
25％以下、60歳代
45%以下】
○40歳、60歳の未
処置歯を有する者
の割合　【2022年
度までに40歳10％
以下、60歳10%以
下】
○過去１年間に歯
科健診を受診した
者の割合【2022年
度までに65％】

○60歳代における咀嚼良
好者の割合の増加【2022
年度までに80%以上】

3 介護予防・フレイル対策、認知症予防

ⅰ

介護予防として、「通いの場」を大幅に拡充していく
ため、介護保険制度の保険者機能強化推進交付金を活
用する。

○介護予防に資す
る通いの場への参
加率【2020年度末
までに６％】

-

高齢者の身体的、精神的及び社会的な特性（フレイル
等）を踏まえ、保健事業と介護予防を効果的かつ効率
的で、高齢者一人ひとりの状況に応じたきめ細かなも
のとするため、市町村における、高齢者の保健事業と
介護予防の一体的な実施を推進する。

○2024年度までに
全ての市区町村に
おいて一体的な実
施を展開

○平均寿命の増加分を上回
る健康寿命の増加

保険者に対するインセンティブ措置の強化等により、①身近な場所で高齢者が定期的に集い、身体を動かす場等の大幅な拡充、②あわせて、高齢者の保健事業（フレイル対策等）と介護予防の市町村における
一体的な実施を推進

がんの早期発見に向けた精度の高い検査方法等の研究・開発等

H30 年度より開始したパイロット調査の結果を踏まえ、効果

的・効率的な歯科健診・保健指導の方法等を整理し、規模を拡大

して実施。実施後に効果検証を行う。

う蝕・歯周病等の対策についてワーキンググループにおいて検討を行う。

歯科口腔

保健の推

進に関す

る基本的

事項の最

終評価を

踏まえた

新たな目

標の設定

2020年度からの本格展開に向け、高齢

者の通いの場を中心とした介護予防・

フレイル対策や生活習慣病等の疾病予

防・重症化予防の市町村における先行

的な取組を支援

・ 後期高齢者医療制度の特別調整交付金の活用により、高齢者の保健

事業と介護予防の一体的実施を本格的に展開

・ 安定的な事業展開となるまでの間、先進事例について支援

・ 高齢者に対して、専門的知見・市民自ら積極的に参画したくなる取組

による予防サービスが継続して提供されるよう、後期高齢者の保健事業

と国民健康保険の保健事業・介護の地域支援事業の一体的実施を推進
2020年度からの本格展開に向け、市町

村の先行的な取組を整理したガイドライ

ンを国が取りまとめて提示

がんを早期発見し、早期治療に結びつけるため、リキッドバイオプシー等の精度の高い検査方法に関する研究を推進

難治性がんについて、血液や唾液等による検査などのより簡便で低侵襲な検査方法の開発

研究・開発の成果に基づき、臨床で

の実用化に向けた研究・開発の推進

最終評価を踏まえ、効

果的な歯科疾患対策の

更なる推進を図る。

介護予防の取組を更に推進していくため、介護保険制度の保険者機能

強化推進交付金（インセンティブ交付金）を活用
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2019年度 2020年度 2021年度 実施指標
（アウトプット）

成果指標
（アウトカム）

取組事項
実施年度 進捗管理指標

2022年度～2025年度

ⅱ 効果検証の上、介護報酬上のインセンティブ措置の強化（デイサービス事業者）

平成30年度介護報酬改定において、通所介護事業所に
ついて、自立支援・重度化防止の観点から、一定期間
内に当該事業所を利用した者のうち、ＡＤＬ（日常生
活動作）の維持又は改善の度合いが一定の水準を超え
た場合を評価する加算を新設。今後、今回の改定の効
果等について調査を行う。

- -

ⅲ

通いの場の活用などの認知症予防に関する先進・優良
事例を、全国の自治体から収集。それらを活用し、事
例集を作成するとともに、実践に向けた手引きを作成
する。

また、エビデンスの確立を目指して認知症予防に関す
る研究を推進する。

経済産業省を中心に、厚生労働省も協力しつつ、認知
症官民連携実証プラットフォームプロジェクトを実施
しており、官民が連携して予防やケア等について社会
実装の促進に取り組む。

ⅳ

「地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養
管理に関するガイドライン」（平成29年３月厚生労働
省健康局策定）を踏まえた配食サービスの普及に向け
て、地域の共食の場やボランティア等も活用した適切
な栄養管理に基づく配食サービスを予定している事業
者に対して、管理栄養士等の専門職を継続的に供給又
は参画できるようにするモデル事業を実施し、横展開
を進める。

咀嚼機能等が低下した高齢者等に向けた健康な食事の
普及を図る。

○栄養専門職と配
食事業者が連携し
た配食サービスを
推進する市区町村
及び栄養ケア・ス
テーションの数
【2022年度末まで
に25％の市区町
村、70拠点の栄養
ケア・ステーショ
ンで展開】

○低栄養傾向（BMI20以
下）の65歳以上の者の割
合の増加の抑制【2022年
度までに22％】

○認知症カフェ等
を設置した市町
村【2020年度末ま
でに100％】

○介護予防に資す
る通いの場への
参加率【2020年度
末までに６％】

〇　認知症予防に
関する取り組みの
実践に向けた手引
きを作成

○認知機能低下抑
制のための技術・
サービス・機器等
の評価指標の確立

「共生」・「予防」を柱とした認知症施策の推進（身体を動かす場等の拡充、予防に資するエビデンスの研究等）

○「日常生活自立度」がⅡ
以上に該当する認知症高齢
者の年齢階級別割合【減
少】

「健康支援型配食サービス」の推進等

ＡＤＬ維持等加算等についての効果検証を行い、その結果を

踏まえ、介護給付費分科会において介護報酬上の対応につい

て検討を行い、結論を得る。

・結論を踏まえ、必要に応じ対応

・引き続き介護報酬上の評価について検討

予防法の確立に向け、データ収集に着

手
データ利活用の枠組みを構築 利活用を推進

「通いの場」の活用など認知症対策の先進・優良事例の事

例集を策定、実践に向けたガイドラインを策定
先進・優良事例について全国の自治体へ横展開

「認知症施策推進大綱」に基づき総合的な施策を推進

栄養専門職と配食事業者の連携体制の構

築に向けたモデル事業の実施
モデル事業の実施箇所の拡大

モデル事業で得られた知見や先進事例

等を踏まえ、各地域における、栄養専

門職と配食事業者の連携体制の構築

農林水産省等と連携した咀嚼機能等が低下した人向けの食品の製造・流通拡大の支援

高齢者が咀嚼機能等に応じ、いわゆる介護食を含む適切な食事摂取をできるよう、地域の自治組織や専門職、事業者等の関係者

の取組を支援

認知機能低下の抑制やケアに関する機器・サービスの評価指標策定に向けた実証

を実施

実施状況を踏まえ、新たなソ

リューションの社会実装に向

けた取組を検討・推進
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2019年度 2020年度 2021年度 実施指標
（アウトプット）

成果指標
（アウトカム）

取組事項
実施年度 進捗管理指標

2022年度～2025年度

4 その他

○

地域住民による健康の維持・増進を積極的に支援する
健康サポート薬局について、国民、自治体、薬局関係
団体に引き続き周知を行う。

患者のための薬局ビジョンで示した薬局機能のうち、
「かかりつけ薬剤師・薬局機能」及び「高度薬学管理
機能」については、医薬品医療機器等法の改正で認定
制度の創設を予定している。薬局ビジョンで示した
「健康サポート機能」についても、その取組状況や法
改正の状況等を踏まえ、必要に応じた見直しを検討す
る。

○国や都道府県等
の各実施主体にお
ける周知活動の実
施回数【年１回以
上】

平均寿命の増加分を上回る
健康寿命の増加

○ 100歳まで生き生きと働けるようにするための「治療と仕事の両立支援」の充実

トライアングル型サポート体制を構築する。

企業文化の抜本的改革を進める。

○両立支援コー
ディネーターの養
成数
【2025年度までに
累計11,100人】

○治療と仕事を両立できる
取組を行っている事業所の
割合
【2025年度：60％】

○

高齢期を健康で快適に過ごすために、早めに住まいを
改修することのメリットや改修の際に配慮すべきポイ
ントを取りまとめたガイドライン（国土交通省）につ
いて、国土交通省と連携して、地域包括支援センター
やケアマネジャー等への周知・普及を図る。

- -

かかりつけ薬剤師・薬局の基本的な機能を有し、地域住民による健康の維持・増進を積極的に支援することを目的とした「健康サポート薬局」の普及

住宅政策（住まいを通じた介護予防・健康寿命の延伸）

「健康サポート薬局」の趣旨や考え方について、様々な機会を通じて、国民、自治体や薬局関係団体に向けて周知

健康サポート薬局の取組状況や関連法令の改正を踏まえ、

必要に応じて制度を見直し

・両立支援コーディネーターの養成、配置（産業保健総合支援センター、医療機

関、企業等）

・主治医、産業医等の研修、企業・医療機関連携マニュアルの作成・普及

・個別の疾患別企業・医療機関連携マニュアル策定（疾患ごとに順次策定）

・ガイドラインの普及推進、健康経営の導入促進

・地域両立支援推進チームによる各地域での両立支援の取組推進

・企業等への相談対応、個別訪問指導、助成金による制度導入支援

トライアングル型サポートの状況を踏

まえて支援拡充を検討

企業の意識・普及の状況を踏まえて両

立支援の更なる充実策を検討

ガイドラインの普及・地域包括支援センター等への周知、普及
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